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1. 「非機能要件の標準【第1.2版】（案）」への改定に向けて

2. 第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

3. 改定後の継続検討課題

（第五回検討会資料）

・【資料１】地方公共団体情報システムにおける標準化にかかる共通基準に関する検討会（第五回）

・【資料２】地方公共団体情報システムにおける標準化にかかる共通基準に関する検討会（第四回）意見一覧

・【資料３】地方公共団体情報システム非機能要件の標準【第1.2版】（案）の改定内容（新旧）一覧

・【資料４】地方公共団体情報システム非機能要件の標準【第1.2版】（案）

議題
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「地方公共団体情報システム非機能要件の標準」の改定の概要
○ 現行の「地方公共団体情報システム非機能要件の標準（以下「非機能要件」という。）【第1.1版】」は、地方公共団体情報システムの標準化に関する
法律（令和３年法律第40号。以下「標準化法」という。）に基づく共通基準とすることを念頭に、地方公共団体（本資料中「自治体」と表現することも
ある。）が説明責任を負う要件として、「非機能要求グレード（地方公共団体版）」（平成26年３月・J-LIS作成）をベースに、令和２年９月に策定し、
令和４年９月に改定されたものである。

○ しかしながら、ガバメントクラウド検証事業や標準準拠システムへの移行等が進む中で、非機能要件の標準【第1.1版】は、個別業務の態様や自治体の規模
等に比較して要求される要件が過大ではないかとの指摘や、運用経費の高止まりに繋がっているとの意見もあることから、非機能要件の標準について再検討
すべきとの認識に至り、「地方公共団体情報システムにかかる共通基準に関する検討会」において協議を経て、「非機能要件の標準【第1.2版】」への改定を
行うこととした（令和７年６月13日に取りまとめられた「自治体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費に係る総合的な対策」（デジタル
庁）においても、非機能要件の標準について見直しを実施することが記載された） 。

○ 非機能要件の標準【第1.2版】の主な改定点としては、セキュリティの根幹に関わるもの等として、業務にかかわらず画一的な指標を示す必要がある項目に    
ついては、引き続き、国が示した「選択レベル」を満たす必要があるとしつつも、自治体の規模や業務の性質、リスク受容方針等に応じて幅を持たせ得る項目に   
ついては、自治体が自らの裁量でレベルを選択可能な取扱いとしたことや、適用対象及び適用範囲を明確化したことなどである。

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律

地方公共団体情報システム標準化基本方針

地方公共団体情報システム非機能要件の標準
（【第1.1版】から【第1.2版】へ改定（予定））

地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化の推進のために政府が実施すべき施策
に関する基本的な方針

サイバーセキュリティ等に関する標準化基準として、標準準拠システムのセキュリティ、可用性、
性能・拡張性、運用・保守性、移行性、システム環境・エコロジーに係る機能要件以外の
要件（非機能要件）についての指標、選択レベル及び選択時の条件の標準を記載

・ ・ ・

・ ・ ・

１. 「非機能要件の標準【第1.2版】（案）」への改定に向けて

各法令・方針等の位置付け 概要



これまでの検討実績
令和７年
２月27日（木） 第一回検討会（キックオフ）
６月12日（木） 第二回検討会（深掘ヒアリングを踏まえた検討）
６月25日（水） 第三回検討会（全国意見照会に向けた改定案検討）
７月２日（水） 全国意見照会
８月５日（火） 第四回検討会（全国意見照会を踏まえた改定案検討）

9月４日（木）～ ８日（月） 第五回検討会（書面開催）
・第四回検討会を踏まえた改定案の確定（予定）

9月16日（火） 非機能要件の標準【第1.2版】公表（予定）

「非機能要件の標準」の改定に関するスケジュール
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共通基準検討会において非機能要件の標準の改定に係る検討を重ね、第五回検討会（書面開催）をもって
非機能要件の標準【第1.2版】（案）を確定したい。

１. 「非機能要件の標準【第1.2版】（案）」への改定に向けて



第四回検討会での主な意見と対応方針
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８月５日（火）の第四回検討会では庄司座長や構成員・準構成員の方々から以下の意見をいただいた。

 主な意見と対応方針

上記の対応方針について第五回検討会（書面開催）にて諮問し、「非機能要件の標準【第1.2版】（案）」の内容を
最終確定することとしたい。

主な意見 対応方針
「選択時の条件」について、プラス条件とマイナス条件の間で適用関係が
非対称の形に異なっており、その適用の仕方が煩雑（例：プラス条件の場
合は、その記載がなくとも国が示した「選択レベル」よりもレベルを上げること
ができるが、マイナス条件の場合は国が示した「選択レベル」よりもレベルを
下げることできない）。よりシンプルにしてはどうか。

プラス条件・マイナス条件の適用について、対称な形とし、プラス条件の
記載がなかった項目についてもこれを明記する（55項目の中の記載の
平仄を整え、シンプルなレベル選択方法を示すこととした）。（P.６～７
参照）

「推奨水準項目」「標準推奨項目」の各項目名は、より違いが明確で
わかりやすい案はないか。
（これまで検討会で議論してきた「推奨水準項目」「必須推奨項目」に
する、という案もあるのではないか。）

より直接的に理解ができるよう、「標準水準項目」は「条件付レベル選択
項目」に、 「推奨水準項目」は「条件なしレベル選択項目」 とする。
なお、この二者択一の分類を行うこと自体が自治体の現場での運用に
大きな影響を及ぼすものではないことから、各項目の名称は（検討会での
整理にとどめ）「非機能要件の標準」においては表現しないこととする。
（P.７～８参照）

非機能要件の標準の適用対象及び適用範囲（P.11）」で取り上げてい
る非機能要件の適用範囲については、ネットワーク（庁内LAN/WAN）や
自庁舎内の設備の一部も含まれるのではないか。

ネットワーク（庁内LAN/WAN）の一部も含まれるよう、適用範囲の概念
図について修正を行う。（P.11参照）

※ その他、E.6.1.1（伝送データの暗号化の有無）やB.1.1.1（ユーザ数）等の個別の項目について、その趣旨を明確化すべきといった修正意見が寄せられ、事務局において検討の上
軽微な修正を実施（P.12～P.17参照）

１. 「非機能要件の標準【第1.2版】（案）」への改定に向けて
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第四回検討会において、 非機能要件の標準内の説明資料「非機能要件の標準の使用方法」の改定案を示したところ、プラス条件とマイナス条件の間で適用関
係が非対称の形に異なっており、その適用の仕方が煩雑との意見があった。これを踏まえ、プラス条件・マイナス条件の適用について対称な形とし、プラス条件の記載
がなかった項目についてもこれを明記する等の修正を施した上で、以下のとおり新たな形で示してはどうか。

条件を満たす場合

ケース１：  「選択時の条件」にプラス条件（[+]）の記載がある項目は、プラス条件を満たす場合は国が示した「選択レベル」よりもレベルを上げることができる。
 また、 「選択時の条件」にマイナス条件（[-]）の記載がある項目は、マイナス条件を満たす場合は国が示した「選択レベル」よりもレベルを下げることができる。
（マイナス条件（[-]）の記載がない項目は、国が示した「選択レベル」より低いレベルを選択できないことを示すため、該当レベルをグレーアウトする。） 

ケース２：  「選択時の条件」にプラス条件（[+]）及びマイナス条件（[-]）の両方の記載がない項目は、自治体の規模や、自治体における業務の性質、リスク受容方針等に応じて、柔軟にレベルを
選択することができる。

※ 注記１： いずれのケースにおいても、レベルの選択は必要であり、選択したレベルの要件は遵守する必要がある。
※ 注記２： ケース１において、マイナス条件を満たし、国が示した「選択レベル」より低いレベルに選択した場合においても、「非機能要件の標準」を満たすものとする。
※ 注記３： RFIやヒアリングを実施しても判断に迷う場合などには、国が示したレベルの範囲内に相当することを前提として、ベンダーに提案を求める方法も考えられる。その場合には、「＊」を選択する。

レベル選択方法の例示（案）

■レベルの選択方法について（国が示した「選択レベル」が「2」とされている場合）

２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

レベル
- * 0 1 2 3 4 5

仕様の対象としない ベンダーによる提案事項

仕様の対象としない ベンダーによる提案事項

選択レベル

国が示した「選択レベル」

条件を満たす場合、上位レベル又は
下位レベルの選択ができる

経済合理性等を鑑みた上で
レベルの選択ができる

グレーアウトした項目は
レベル選択できない

選択レベル
ケース２

→条件なしレベル選択項目

ケース１
→条件付レベル選択項目

[-]に該当する場合 [+]に該当する場合

• 非機能要件の要求水準は下がる
• 必要コストは軽減する可能性がある

• 非機能要件の要求水準は上がる
• 必要コストは増加する可能性がある

選択
レベル

プラス条件([+])がある場合、
条件を満たす場合のみ
レベルを変更可能

マイナス条件([-])がある場合、
条件を満たす場合のみ
レベルを変更可能

条件を問わずレベルを
変更可能

条件を問わずレベルを
変更可能

凡例レベル：
レベル変更の範囲は、レベル0からレベル5までとする。

全ての項目における共通事項
国が示した「選択レベル」からレベルを変更する場合、
非機能要件の要求水準が上下するとともに、必要コ
ストも増減する可能性があること（経済合理性）に
鑑み、レベル選択を行う必要がある。

標準水準項目は「条件付レベル選択項目」、推奨水準項目
は「条件なしレベル選択項目」としてはどうか。
また、この二者択一の分類を行うこと自体が自治体の現場で
の運用に大きな影響を及ぼすものではないことから、各項目の
名称は検討会での整理にとどめることとする。

非機能要件の標準【第1.2版】（案）のレベル選択方法の例示について



非機能要件の標準【第1.2版】（案）のレベル選択方法の例示について
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２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

非機能要件の標準【第1.2版】（案）の要件一覧において、「条件付レベル選択項目」及び「条件なしレベル選択項目」の分類を視認しやすくするため
新たに「[+][-]条件」の列を設け、印の有無で判別する形式としてはどうか。



条件を満たす場合

 第四回検討会の結果を踏まえ、選択項目の分類名については以下のような整理を行う。
「必須水準」という表記はその位置付けを正確に伝えるにはやや分かりづらく誤解を与えるのではないか、との意見があり、第四回検討会において「標準水準」の名称を
お諮りした。一方、「標準」の指し示す内容や「推奨」の違いがややわかりにくいのではないか、との意見もあり、再度、以下のように事務局内で検討・整理。

選択項目の二つの分類名について
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２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

非機能要件
全てを順守することが義務

（法令順守） 

検証事業における
利用実態のほか、
共通基準検討会、
自治体や事業者へ
の意見照会の結果
等を踏まえ、
要件を見直し

セキュリティの根幹にかかるものとして、業務に関わ
らず画一的な指標を示す必要がある項目。便宜
上「条件付レベル選択項目」と定義。

自治体の規模や、自治体における業務の性質、
リスク受容方針等に応じて幅を持たせ得る項目。
便宜上「条件なしレベル選択項目」と定義。条件なしレベル選択項目

条件付レベル選択項目

「非機能要件」の分類方針

• 「必須」や「推奨」という言葉は、機能要件における「実装必須（機能）」のように、項目そのものの適用について各自治体が裁量を有するか否かを指し示している
印象を与えてしまうこと

• 一方で、「標準」といった言葉は、一般的な立場の読み手にはその指し示す意味がやや難解なこと
（「国」「地方」といった主体に着目した表現や、上記「必須」「推奨」といった表現にも同様の課題）

• また、２種類の項目は、自治体の側からすると、自治体がレベル選択を行う際の「プラス条件」「マイナス条件」という条件が存在するかしないかという違いしかないこと

等を踏まえ、 「標準水準項目」は「条件付レベル選択項目」に、 「推奨水準項目」は「条件なしレベル選択項目」 としてはどうか。
また、二者択一の分類を行うこと自体が自治体の現場での運用に大きな影響を及ぼすものではないことから、各項目の名称は検討会での整理にとどめ、今後は、
条件の有無という観点でのみ「非機能要件の標準」に表記することとしてはどうか。
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第四回検討会において非機能要件の標準の適用範囲について詳細な記載を求める意見があったことを踏まえ、非機能要件の標準冒頭部分の概要説明
資料「非機能要件の標準について」を、以下の案に修正してはどうか。

非機能要件の標準【第1.2版】（案）の使用方法・条件への説明追記（１/２）
２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

非機能要件の標準について（案）（１/２）
非機能要件の標準は、「非機能要求グレード（地方公共団体版）」（平成26年３月・J-LIS作成）において、業務・システムの分類「グループ②」として示された要求
グレードのうち、クラウド調達時の扱いが「〇：クラウド対象と成り得る項目」とされている項目を中心に、最新の状況を鑑み、要件を修正・追加したものである。
また、「非機能要件の標準」は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号。以下「標準化法」という。）第７条及び第５条第２項
第３号に定められる地方公共団体情報システムの共通基準の１つであることから、デジタル庁が総務省と協議して定める。

1. 非機能要件の標準を用いる業務システム
• 標準化法第２条第１項の規定に基づく「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）で定める20業務（※）に係る
地方公共団体が使用するシステム（地方公共団体情報システム）。

※ 住民基本台帳、戸籍、戸籍の附票、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、印鑑登録、選挙人名簿管理、子ども・子育て支援、就学、
児童手当、児童扶養手当、国民健康保険、 国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、介護保険、生活保護、健康管理

2. 非機能要件の標準の適用対象及び範囲
• ガバメントクラウド、パブリッククラウド又は独自クラウド（自治体クラウド）のクラウドサービス※を用いて提供される、標準化法第２条第１項で規定される
地方公共団体情報システムとする。ただし、システム基盤に対するセキュリティや運用管理上の要件を定義する際にシステム基盤のみで実現されるとは限らな
いもの（例：業務アプリケーションのログやセキュリティ対策、ネットワーク（庁内LAN/WAN）の通信回線や伝送機器等）についても対象に含む。

※非機能要件の標準における、ガバメントクラウド、パブリッククラウド及び独自クラウド（自治体クラウド）の定義は以下のとおりとする。
• ガバメントクラウド：「デジタル社会の実現に向けた重点計画」等の政府方針に基づき、安全かつ合理的な利用環境としてデジタル庁が選定した複数の
パブリッククラウドのこと。

• パブリッククラウド：クラウドサービス提供事業者（CSP）がインターネット経由で不特定多数のユーザーに提供するクラウド環境のこと。
• 独自クラウド（自治体クラウド）：自治体（又は複数の自治体）が標準準拠システムを外部のデータセンターで管理・運用するなど、特定の組織内で
のみ利用されるクラウド環境のこと。
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非機能要件の標準【第1.2版】（案）の使用方法・条件への説明追記（２/２）
２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

非機能要件の標準について（案）（２/２）

3. 非機能要件の標準の利用方法
○ 各地方公共団体

 標準化対象20業務に係る情報システム調達等の際に、開発ベンダに対して示す非機能要件を非機能要件の標準とする。
 非機能要件の標準に従って、クラウドサービス（ガバメントクラウド、パブリッククラウド、独自クラウド（自治体クラウド））によるシステム基盤の構築や
運用を要求する。

 非機能要件の標準の選択レベルを選択する際には、以下の点を遵守する。
 「選択時の条件」にプラス条件（マイナス条件）の記載がある項目は、国が示した「選択レベル」を選択するか、プラス条件（マイナス条件）の下、
別のレベルを選択する。

 「選択時の条件」にプラス条件、マイナス条件の両方の記載がない項目は、自治体の規模や、自治体における業務の性質、リスク受容方針等に
応じたレベルを選択する。

 次の非機能要件は、自治体の業務量に応じて具体的な値を示す。
「B.1.1.1 ユーザ数」、「B.1.1.2 同時アクセス数」、「B.1.1.3 データ量（項目・件数）」、「B.1.1.4 オンラインリクエスト件数」、「B.1.1.5
バッチ処理件数」

 共同利用方式の場合は、同一の環境を利用する複数の自治体において、一律のレベルを選択する。

4.標準化対象20業務に係る各業務システムの標準仕様と、非機能要件の標準の関係
• 各業務システムの標準仕様において、非機能要件に関して独自の厳しい要件が定められた場合には、当該標準仕様の非機能要件部分が、非機能要件の
標準に優先するものとする。
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第四回検討会において、非機能要件の標準の適用範囲の明確化を求める意見があったことを踏まえ、今回の改定において、非機能要件の標準内の説明資料「非
機能要件の標準の共通事項（「非機能要件の標準について」「非機能要件の標準の使用方法について」）」の内容を、以下としてはどうか。

「非機能要件の標準」の適用対象及び適用範囲
２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

「非機能要件の標準」の適用範囲（概念図）

クラウドサービスで提供されるシステム基盤

ファシリティ

ハードウェア機器

OSやミドルウェア

制御や運用のアプリケーション

情報システム
機能要件の範囲は対象外

業務主幹部門が情報システムと一体で調
達するケースは限られ、専用の要件を多数
必要とするため、原則的に対象としない。

非機能要件にはシステム動作環境に対する要求を定義する際
に重要な要件が含まれる（保守、セキュリティ、試験等）。

ネットワーク（庁舎LAN、WAN）の一部
※伝送の暗号化のためには、クラウドサービスと庁舎等を接続す
る通信回線や対向となる庁舎等の拠点側のネットワークの一部
（境界となるL2SWやL3SW）まで範囲に含めて要件の検討
を行う必要がある。

業務アプリケーションの一部
※ログの取得やセキュリティなど、システム基盤と一体的に対応
が必要な項目においては業務アプリケーションの一部（ログ管理
機能など）まで範囲に含めて要件の検討を行う必要がある。

ネットワーク（庁内LAN、WAN）

（ログ、セキュリティ対応等）

（クラウドサービスと接続する通信回線及び庁舎側のネットワークの境界となる装置）

ハードウェア機器

OSやミドルウェア

制御や運用のアプリケーション

非機能要件の標準の適用範囲

標準化対象20業務以外の
システムに係るものは対象外

○ 非機能要件の標準の適用対象は、ガバメントクラウド、パブリッククラウド又は独自クラウド（自治体クラウド）のクラウドサービスを用いて提供される、
標準化法第２条第１項で規定される地方公共団体情報システムとする。

○ 非機能要件の標準の適用範囲は、 J-LIS「非機能要求グレード（地方公共団体版）」に倣い、原則として「クラウドサービス（ガバメントクラウド、パブリック
クラウド又は独自クラウド（自治体クラウド））として提供されるシステム基盤」 を適用範囲とする。
 また、システム基盤に対するセキュリティや運用管理上の要件を定義する際に、必ずしもシステム基盤のみで実現されるとは限らないもの（「業務アプリケーション
 の一部」、及び「ネットワーク（庁舎LAN、WAN）の一部」）も適用範囲として含む。（下図）

業務アプリケーション（標準化対象20業務）業務アプリケーション
（標準化対象20業務以外）



【個別整理事項１】「E.6.1.1：伝送データの暗号化の有無」の趣旨明確化について

修 正 （ 案 ）
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項番 大項目 中項目 メトリクス
(指標)

メトリクス
説明

選択
レベル 選択時の条件 [+][-]

条件
レベル

備考
＊ 0 1 2

E.6.1.1 セキュリティ データの秘
匿

伝送データ
の暗号化の
有無

暗号化通信方式
を使用して伝送
データの暗号化を
行う。

インターネットに
直接接続せず、
内部ネットワー
クのみに接続
する情報システ
ムの伝送にお
いて、悪意の
ある攻撃から
重要なデータを
保護するための
対策。

2 すべての
データを暗
号化

インターネットに直接接続せず、内部ネットワークのみに接
続する情報システムを想定。

[-] インターネットに接続していない①を満たす閉域環境
における伝送データにおいて、以下の②③双方の条件も
満たす場合

① L2SW/L3SWによる通信経路の限定を行い、かつ、
ファイアウォールによる通信プロトコルの限定等を行う
ことで必要な通信に制限していること。

② 通信ログを取得していること。
③ インシデント管理及び対応を行うこと。

○ ベンダー
による提
案事項

無し 一部のデータ
を暗号化
（自治体の判
断により暗号
化対象とする
伝送データを
選定する）

すべてのデータ
を暗号化

【注意事項】
本項番の「暗号化」は「ハッシュ化」等も含む。
暗号化方式等は、国における評価の結果を
まとめた「電子政府における調達のために参
照すべき暗号のリスト(CRYPTREC暗号リス
ト)」を勘案して決定する。
（CRYPTREC暗号リスト：
http://www.cryptrec.go.jp/list.html
）。

-

第四回検討会において、メトリクスの表現について「侵入や改ざんが暗号化で防げるのかというのも疑問。盗聴くらいしか防げないのではないか。」といったご意見が
あった。混乱を招かぬよう、攻撃手法は明示せず、あくまで悪意のある攻撃からの保護対策であることが分かるよう、以下のように再整理してはどうか。

２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

攻撃手法を具体化した場合、混乱を招く場合があることを踏まえ、シンプルに悪意のある攻
撃からの保護対策であることが分かる文章にしてはどうか。
第四回検討会案：悪意のある第三者の外部からの侵入、傍受、盗聴、改ざん等から～
第五回検討会案：悪意のある攻撃から～



【個別整理事項２】B.1.1.1：ユーザ数
第四回検討会及び第四回検討会追加意見にて、ベンダーによってはメトリクスの数値を要求しない場合があることが示されたことから、ベンダーとの調整が完了し
ている場合は必ずしも数値化を要しない旨を追記するよう、以下の内容に修正してはどうか。

２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

修
正
前
（
第
四
回
検
討
会
）

修
正
後
（
第
五
回
検
討
会
）
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項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

B.1.1.1 性能・
拡張
性

業務処理量 ユーザ数 情報システムの利用者数。利用者は、
庁内、庁外を問わず、情報システムを
利用する人数を指す。
性能・拡張性を決めるための前提となる
項目であると共にシステム環境を規定
する項目でもある。また、パッケージソフ
トやミドルウェアのライセンス価格に影響
することがある。

1: 上限が決まって
いる

基幹系システムの場
合は、業務ごとに特定
のユーザが使用するこ
とを想定。

【注意事項】
標準準拠システムにおけるメトリクス「ユーザ数」を検討する際は、レベルを選択
した後にユーザ数を特定するのではなく、利用用途を踏まえてユーザ数の数値
化をした上でレベルを特定する。

例１）
標準準拠システムの利用者は、一意のユーザ（ユーザA（担当課）、ユーザ
B（情報システム部門））であり、当分変更の余地はないため2名分を想定
（レベルは「0:特定ユーザのみ」となる）

例２）
標準準拠システムの利用者は、担当分担や組織変更などの利用人数変更を
考慮し、最大15名分あれば十分と想定（レベルは「1:上限が決まっている」と
なる）

数値化された内容によっては、用意するクラウドサービスについて高コストな
ものが求められる可能性があるため、精緻な数値化を行うとともに、要求す
る数値（レベル）の必要性を十分に検討する必要がある。
なお、ベンダーとの調整において、当該項目の数値化を要しない等の整理
が行われた場合においては、必ずしも数値化を要するものとしない。
この場合、自治体は「*:ベンダーによる提案事項」を選択し、ベンダーは当該
メトリクスの数値化を行う。

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象と
しない

ベン
ダーに
よる提
案事
項

特定
ユーザ
のみ

上限が
決まっ
ている

ベンダーとの調整が完了している場合は必ずしも数値化を要しない旨を備考に追記し
てはどうか。
又はメトリクスではなく、「非機能要件の標準」の利用方法に記載してはどうか。

備考に追記する場合、本例含め、下記のメトリクスに適用する
（B.1.1.1ユーザ数,B1.1.2同時アクセス数,B.1.1.3データ量(項目・件
数),B.1.1.4オンラインリクエスト件数,B.1.1.5バッチ処理件数）

項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

B.1.1.1 性能・
拡張
性

業務処理量 ユーザ数 情報システムの利用者数。利用者は、
庁内、庁外を問わず、情報システムを利
用する人数を指す。
性能・拡張性を決めるための前提となる
項目であると共にシステム環境を規定す
る項目でもある。また、パッケージソフトや
ミドルウェアのライセンス価格に影響する
ことがある。

1: 上限が決まって
いる

基幹系システムの場
合は、業務ごとに特
定のユーザが使用す
ることを想定。

【注意事項】
標準準拠システムにおけるメトリクス「ユーザ数」を検討する際は、レベル選択した後にユー
ザ数を特定するのではなく、以下のように、利用用途を踏まえ、ユーザ数の数値化をした
上で、レベルを選択する。

例１）
標準準拠システムの利用者は、一意のユーザ（ユーザA（担当課）、ユーザB（情報シ
ステム部門））であり、当分変更の余地はないため、2名分を想定（レベルは「0:特定
ユーザのみ」となる）。

例２）
標準準拠システムの利用者は、担当分担や組織変更等の利用人数変更を考慮し、最
大15名分あれば十分と想定（レベルは「1:上限が決まっている」となる）。

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象と
しない

ベン
ダーに
よる提
案事
項

特定
ユーザ
のみ

上限が
決まっ
ている

不特
定多
数の
ユーザ
が利用



修
正
前
（
第
四
回
検
討
会
）

修
正
後
（
第
五
回
検
討
会
）

項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

C.2.3.5 運
用・
保守
性

保守運用 OS等パッチ
適用タイミング

OS等パッチ情報の展開とパッチ
適用のポリシーに関する項目。
OS等は、サーバー及び端末の
OS、ミドルウェア、その他のソフト
ウェアを指す。
脆弱性に対するセキュリティパッチ
などの緊急性の高いものは即時に
適用する。

4:緊急性の高いパッチは
即時に適用し、それ以外
は定期保守時に適用を
行う。

緊急性の高いパッチを除くと、定期保
守時にパッチを適用するのが一般的と
想定。

[-]外部と接続することが全くない等
の理由で緊急対応の必要性が少な
い場合（リスクの確認がとれている場
合）。

○ 【注意事項】
リリースされるパッチの種類（個別パッチ／集合パッチ）によって
選択レベルが変わる場合がある。
セキュリティパッチについては、セキュリティの項目でも検討すること
（E.4.3.4）。
また、マイナンバー利用事務系のOSについては最新のパッチを速
やかに適用すること。
なお、パッチを適用する際にはゼロデイ攻撃等を考慮し、事前検
証を実施した上で適用することが望ましい。

【「外部」とは】
インターネットに接続した環境又は閉域環境の条件を満たさない
環境。閉域環境とは、「L2SW/L3SWによる通信経路の限定
を行い、かつ、ファイアウォールによる通信プロトコルの限定等を行
うことで必要な通信に制限をしている環境」を指す。

- ＊ 0 1 2 3 4 5

仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

パッチを
適用し
ない

障害発
生時に
パッチ適
用を行う

定期保
守時に
パッチ適
用を行う

緊急性
の高い
パッチの
み即時
に適用し、
それ以
外は障
害対応
時等適
切なタイ
ミングで
適用を
行う

緊急性
の高い
パッチは
即時に
適用し、
それ以
外は定
期保守
時に適
用を行う

新規の
パッチが
リリースさ
れるたび
に適用
を行う

-

【個別整理事項２】C.2.3.5：OS等パッチ適用タイミング
第四回検討会にて、備考の注意事項について「事前検証についてはゼロデイ攻撃を防ぐために実施するものではないため、記載は不要ではないか」という意見が示
されたことから、該当箇所の修正を行うとともに、「非機能要件の標準」のレベル選択の煩雑化を避けるため、プラス条件を付加し、以下の内容に修正してはどうか。

２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項
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項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

C.2.3.5 運
用・
保守
性

保守運用 OS等パッチ
適用タイミング

OS等パッチ情報の展開とパッチ
適用のポリシーに関する項目。
OS等は、サーバー及び端末の
OS、ミドルウェア、その他のソフト
ウェアを指す。
脆弱性に対するセキュリティパッチ
などの緊急性の高いものは速やか
に適用する。

4:緊急性の高いパッチ
は速やかに適用し、それ
以外は定期保守時に適
用を行う。

緊急性の高いパッチを除くと、定期保
守時にパッチを適用するのが一般的と
想定。

[-]外部と接続することが全くない等の
理由で緊急対応の必要性が少ない
場合（リスクの確認がとれている場
合）。
[+]外部と接続することがある等の理
由で緊急対応の必要性が高い場合
（リスクの確認がとれている場合）。

○ 【注意事項】
リリースされるパッチの種類（個別パッチ／集合パッチ）によって
選択レベルが変わる場合がある。
セキュリティパッチについては、セキュリティの項目でも検討すること
（E.4.3.4）。
また、マイナンバー利用事務系のOSについては最新のパッチを速
やかに適用すること。
なお、パッチを適用する際には事前検証を実施した上で速やか
に適用することが望ましい。

【「外部」とは】
インターネットに接続した環境又は閉域環境の条件を満たさない
環境。閉域環境とは、「L2SW/L3SWによる通信経路の限定
を行い、かつ、ファイアウォールによる通信プロトコルの限定等を行
うことで必要な通信に制限をしている環境」を指す。

- ＊ 0 1 2 3 4 5

仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

パッチを
適用し
ない

障害発
生時に
パッチ適
用を行う

定期保
守時に
パッチ適
用を行う

緊急性
の高い
パッチの
み速や
かに適
用し、そ
れ以外
は障害
対応時
等適切
なタイミ
ングで適
用を行う

緊急性
の高い
パッチは
速やかに
適用し、
それ以
外は定
期保守
時に適
用を行う

新規の
パッチが
リリースさ
れるたび
に適用
を行う

① パッチ適用前の事前検証について、ゼロデイ攻撃の表記を
削除し修正してはどうか。

② レベルの表現を「即時に」から「速やかに」に変更してはどうか。
③ プラス条件が存在しない項目について、プラス条件を明示し

てはどうか。

- +



修
正
前
（
第
1.

1
版
）

項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

E.7.1.3 セ
キュリ
ティ

不正追
跡・監視

不正監視対象
（装置）

サーバ、ストレージ、ネットワーク機器、端
末等への不正アクセス等の監視のために、
ログを取得する範囲を確認する。
不正行為を検知するために実施する。

重要度が高い資産
を扱う範囲

脅威が発生した際に、それらを検知し、その後の
対策を迅速に実施するために、監視対象とする
サーバ、ストレージ、ネットワーク機器、端末等の
範囲を定めておく必要がある。

- ＊ 0 1 2 3 4 5

仕様の
対象と
しない

ベン
ダーに
よる提
案事
項

無し 重要
度が高
い資産
を扱う
範囲

システ
ム全体

【個別整理事項２（追加）】E.7.1.3：不正監視対象（装置）
第四回検討会にて、「各ケースに設定された条件が多岐にわたり煩雑であることから、各ケースの条件を揃える等により判読性を改善できないか」という意見が示され
たことから、「非機能要件の標準」のレベル選択の煩雑化を避けるため、プラス条件を付加し、以下の内容に修正してはどうか。

２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

修
正
後
（
第
五
回
検
討
会
）

15

項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

E.7.1.3 セ
キュリ
ティ

不正追
跡・監視

不正監視対象
（装置）

サーバ、ストレージ、ネットワーク機器、端
末等への不正アクセス等の監視のために、
ログを取得する範囲を確認する。
不正行為を検知するために実施する。

重要度が高い資産
を扱う範囲

脅威が発生した際に、それらを検知し、その後の
対策を迅速に実施するために、監視対象とする
サーバ、ストレージ、ネットワーク機器、端末等の
範囲を定めておく必要がある。

[+]システム全体の監視が必要な場合

○
- ＊ 0 1 2 3 4 5

仕様の
対象と
しない

ベン
ダーに
よる提
案事
項

無し 重要
度が高
い資産
を扱う
範囲

システ
ム全体

プラス条件が存在しない項目について、プラス条
件を明示してはどうか。

+



修
正
前
（
第
四
回
検
討
会
）

修
正
後
（
第
五
回
検
討
会
）

項番 大項
目 中項目 メトリクス

(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]
条件 レベル

C.6.3.1 運用・保
守性

その他の運用
管理方針

インシデント管理の
実施有無

システムで発生するインシデントの管理を実施するかどうかを
確認する。インシデント管理の実現方法については、有無の
確認後に具体化して確認する。

1: インシデント管理を実施
する

運用管理業務のうちインシデントに対する管理と
して求める内容。

[-]運用管理を行わなくとも、業務への支障が小さ
いことが明らかである場合 ※備考欄へ転記
[+]新たにプロセスを作成する必要がある場合
（既存のプロセスを見直す場合を含む）

C.6.4.1 運用・保
守性

その他の運用
管理方針

問題管理の
実施有無

インシデントの根本原因を追究するための問題管理を実施す
るかどうかを確認する。問題管理の実現方法については、有
無の確認後に具体化して確認する。

1: 問題管理を実施する 運用管理業務のうち問題管理に対する管理とし
て求める内容。

[-]運用管理を行わなくとも、業務への支障が小さ
いことが明らかである場合 ※備考欄へ転記
[+]新たにプロセスを作成する必要がある場合
（既存のプロセスを見直す場合を含む）

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

インシデ
ント管理
を実施し
ない

インシデ
ント管理
を実施す
る

新規にイ
ンシデン
ト管理の
プロセス
を規定す
る

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

問題管
理を実
施しない

問題管
理を実
施する

新規に
問題管
理のプロ
セスを規
定する

【個別整理事項４】C.6.3.1：インシデント管理の実施有無、C.6.4.1：問題管理の実施有無
意見照会で得られた「インシデント管理のプロセスを『新規に規定する』か否かではなく、実施するかどうか等でレベル上下の条件が決定されるべき」といった意見を受
け、第四回検討会で修正案をお示ししたところ、検討会にて「標準準拠システムの運用において、各種管理を実施しないということは無い」という意見が示されたことか
ら、以下の内容に修正してはどうか。
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２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

項番 大項
目 中項目 メトリクス

(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]
条件 レベル

C.6.3.1 運用・保
守性

その他の運用
管理方針

インシデント管理の
実施有無

システムで発生するインシデントの管理を実施するかどうかを
確認する。インシデント管理の実現方法については、有無の
確認後に具体化して確認する。

2:ベンダーにおいて実施し、
既存のインシデント管理の
プロセスに従う

運用管理業務のうちインシデントに対する管理と
して求める内容。

[-]運用管理契約を行わない場合
[+]新たにプロセスを作成する必要がある場合
（既存のプロセスを見直す場合を含む）
※備考欄へ転記

C.6.4.1 運用・保
守性

その他の運用
管理方針

問題管理の
実施有無

インシデントの根本原因を追究するための問題管理を実施す
るかどうかを確認する。問題管理の実現方法については、有
無の確認後に具体化して確認する。

2:ベンダーにおいて実施し、
既存の問題管理のプロセス
に従う

運用管理業務のうち問題管理に対する管理とし
て求める内容。

[-]運用管理契約を行わない場合
[+]新たにプロセスを作成する必要がある場合
（既存のプロセスを見直す場合を含む）
※備考欄へ転記

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

インシデ
ント管理
について
規定しな
い

自治体
において
インシデ
ント管理
を実施す
る

ベンダーに
おいて実
施し、既
存のインシ
デント管理
のプロセス
に従う

ベンダーに
おいて実
施し、新
規にインシ
デント管理
のプロセス
を規定す
る

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

問題管
理につい
て規定し
ない

自治体
において
問題管
理を実
施する

ベンダーに
おいて実
施し、既
存の問題
管理のプロ
セスに従う

ベンダーに
おいて実
施し、新
規に問題
管理のプロ
セスを規
定する

各種管理は標準準拠システムにおいて実施すべき項目。
運用管理契約を行わない際においても選択可能なレベル
表現に変更してはどうか。

※C.6.5.1,C.6.6.1,C.6.7.1についても同様に修正を実施する

レベル表現の変更にあわせ、「メトリクス説明」及び「選択
時の条件」の表記を現行表記（第1.1版）に戻してはど
うか。なお、備考欄に記載する。



修
正
後
（
第
五
回
検
討
会
）

【個別整理事項４】A.3.2.2:保管方法（外部保管データ） 
第四回検討会の追加意見にて、実運用において媒体によるバックアップを必須とする場合、要件変更など影響が大きい旨のご意見をいただいた。
本改定においては新たな要件の追加を意図していないため、現行の「非機能要件の標準【第1.1版】」と同等の要件になるよう、以下の内容に修正してはどうか。

２.第四回検討会を踏まえた改定案への反映事項

修
正
前
（
第
四
回
検
討
会
）

項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

A.3.2.2 可
用
性

災害対策 保管方法（外
部保管デー
タ）

地震、水害、テロ、火災などの大
規模災害発生により被災した場
合に備え、データ・プログラムを運
用サイトと別の場所へ保管するた
めの方法。

1:媒体による外部保管
(バックアップ)又はネット
ワーク経由でストレージ
へのリモートバックアップ

A.3.2.1と同じ拠点へのリモートバッ
クアップを想定。

[+]媒体での外部保管とネットワーク
経由でストレージへの遠隔保管によ
る運用（バックアップ）の両方を必
要とする場合

○ 【注意事項】
A.3.2.1（保管場所分散度(外部保管データ)）と
合わせて考慮し、整合するようにレベルを選択すること。

近年のランサムウェアによるセキュリティインシデントが多
発していることも鑑みると、リモートバックアップに加えて
オフラインバックアップを取得することが望ましい。

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕様の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

外部保
管(バッ
クアップ)
しない

媒体による外
部保管(バッ
クアップ)、又
はネットワーク
経由でスト
レージへのリ
モートバック
アップ

媒体による外
部保管(バック
アップ)及びネッ
トワーク経由で
ストレージへの
リモートバック
アップの兼用に
よるバックアップ

レベル1を選択レベルとし、選択時の条件のマイナス
条件を削除するとともに、レベル2を検討する際の
プラス条件を明記してはどうか。
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項番
大
項
目

中項目 メトリクス
(指標) メトリクス説明 選択レベル 選択時の条件 [+][-]

条件 レベル 備考

A.3.2.2 可
用
性

災害対策 保管方法（外
部保管デー
タ）

地震、水害、テロ、火災などの大
規模災害発生により被災した場
合に備え、データ・プログラムを運
用サイトと別の場所へ保管するた
めの方法。

2:「媒体による外部保
管」及び「ネットワーク経
由でのストレージへの遠
隔保管」による複層バッ
クアップ

A.3.2.1と同じ拠点へのリモートバッ
クアップを想定。

[-]「媒体での外部保管」又は「ネット
ワーク経由でのストレージへの遠隔保
管」のいずれかによる運用（バックアッ
プ）を許容できる場合

○ 【注意事項】
A.3.2.1（保管場所分散度(外部保管データ)）と
合わせて考慮し、整合するようにレベルを選択すること。

近年、ランサムウェアによるセキュリティインシデントが多
発していることに鑑みると、リモートバックアップに加えて
オフラインバックアップを取得することが望ましい。

- ＊ 0 1 2 3 4 5
仕 様 の
対象とし
ない

ベンダー
による提
案事項

外部保
管しない

「媒体による
外部保管 」
又は「ネット
ワーク経由で
のストレージ
への遠隔保
管」のいずれ
かによるバック
アップ
のみ

「媒体による外
部保管」及び
「ネットワーク
経由でのスト
レージへの遠
隔保管」による
複層バックアッ
プ
を含む

-

+



３. 改定後の継続検討課題
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本検討会で示された意見等のうち、以下の事項については今後も検討していくべきではないか。

 各項目に関する意見
○ 「条件なしレベル選択項目（旧：推奨水準項目）」に対してはそもそも「仕様の対象としない」というレベルを条件付きで選択可能とすべき。

○ より細かな要件定義をすることにより、取るべき対策が明確になり判断がしやすくなるのではないか。

○ より大胆な項目を設定すべきではないか。

改定後の自治体の動向をモニタリングし、「非機能要件の標準【第1.2版】（案）」の活用状況やシステム運用経費
削減への影響、引き続き生じている課題等について自治体の声を聞きながら今後も検討を進めてまいりたい。

 その他全般的な意見
○ 自治体サービスの持続可能性を高める観点から、積極的に非機能要件の下位レベルを選択することを発信していくべきではないか。

○ 条件付きで下位レベルを選択可能とすると、管理方法・運用方法の複雑度が増し、管理運用コストが増える場合もあるのではないか。

○ コスト削減効果への期待から本改定案を検討していると思われるが、下位レベルを選択することによるコスト削減効果の試算をすべきではないか。

○ システムや自治体規模に応じて選択しやすくするように、例えば「松竹梅」レベルでのパターンを展開するのはいかがか。

○ 標準準拠システムのSaaS化を踏まえた非機能要件を検討すべきではないか。



令和7年度

第
二
回
検
討
会

自治体
意見照会

▲
公表

改
定
案
の
修
正

検
討
会

制
度
所
管
省
庁

自
治
体
等

事
業
者 事業者

意見照会

第
三
回
検
討
会

意
見
照
会
の
取
り
ま
と
め

及
び
改
定
案
の
修
正

最
終
調
整

7月7日週 7月14日週 7月21日週 7月28日週6月2日週 6月9日週

制度所管省庁
（全体）
意見照会
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6月16日週 6月23日週 6月30日週 8月4日週 8月11日週 8月18日週 8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週

▲
関連文書等の

改定
（全国自治
体・事業者向
け通知発出）

以下に示したスケジュールに沿って、取組を進めていくこととしたい。

改
定
案
の
修
正

第三回検討会の結果を踏まえた
意見照会を実施済み
※ 併せて、以下の説明会を実施済み

7/4 自治体向け説明会
7/7 事業者向け説明会

公開までのスケジュールについて（９/４時点）

第
四
回
検
討
会

（O
nline/

現
地
開
催
）

第
五
回
検
討
会

（
書
面
開
催
）

第四回検討会の
結果を踏まえた
改定案をお示し



【再掲】 運用経費の抑制における非機能要件の標準の見直しの位置付け

20
※令和７年６月13日 デジタル行財政改革会議（第11回）資料１より抜粋

○ 令和７年６月13日に「自治体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費に係る総合的な対策」をとりまとめたところ。
○ この対策に基づき、見積精査等の当面の対策を行った上で、構造的な要因等に対する対策を講じていくこととしており、その構造的な要
因等に対する対策の一つとして、「非機能要件に係る対応」を位置付けている。
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